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（様式１）

整理番号

平成１９年度「専門職大学院等教育推進プログラム」申請書（様式）

(案）

●取 組 名 称

●取 組 テ ー マ １ 法科大学院の教育内容・方法の開発・充実

２ 大学等における教員養成教育の充実

●取 組 期 間

●申 請 区 分 １ 単独 ２ 共同

●大 学 （ 短 期 大 学 ） 名

●学部・学科（研究科・専攻）名

●所 在 地 （郵便番号 ）

●設 置 者

●学 長 の 氏 名

●申 請 担 当 者

所 属 部 局

職 名

氏 名

電 話 番 号

●事 務 担 当 者

所 属 部 局

職 名

氏 名

電 話 番 号

Ｆ Ａ Ｘ 番 号

E-mailアドレス

資料６
専門職大学院等教育推進プログラム選定委員会

（第１回）H19.4.10
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（様式２－１）

○ 法科大学院の概要（単独の取組）

（１）概要（特色 （２００字以内））

（２）大学院の規模（平成１９年５月１日現在）

研 究 科 ・ 専 攻 名 入学定員 収容定員 在籍学生数 教員数

○○研究科 △△専攻 100 人 300 人 291 人 48 人

（18 人）

注： 教員数」の欄における（ ）内には専任教員数を内数で記入してください。「
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（様式２－２）

○ 法科大学院の概要（複数の法科大学院による共同の取組）

（１）概要（特色 （各大学院２００字以内））

（２）大学院の規模（平成１９年５月１日現在）

大学、研究科等名 入学定員 収容定員 在籍学生数 教員数

●●大学 ○○研究科 △△専攻 50 人 150 人 148人 30 人

（ ）15 人

□□大学 ◎◎研究科 ▽▽専攻 30 人 90 人 89人 28 人

（ ）13 人

××大学 ◇◇研究科 ▲▲専攻 300 人 900 人 885人 95 人

（ ）64 人

注： 教員数」の欄における（ ）内には専任教員数を内数で記入してください。「



- 4 -

（様式２－３）

１ 大学の概要（単独の取組）

（１）大学の規模（平成１９年５月１日現在）

取 組

学部(短期大学は学科・専攻科)名・ 入学定員 収容定員 在籍学生数対 象

研究科名学部等

人 人 人( 人)

（注）① 「学部（短期大学は学科・専攻科）名、研究科名」の欄には、申請をする大学の学部（短期大学

は学科・専攻科 、研究科名をすべて記入してください。）

② 取組の対象となる学部（短期大学は学科・専攻科 、研究科については「取組対象学部等」の欄に）

○印を付して下さい。なお、学部（研究科）内の一部の学科（専攻）のみ取組に該当する学校種の

教員免許課程の認定を受けている場合でも、学部（研究科）単位で○印を付してください。

③ 「入学定員」及び「収容定員」の欄には、申請する大学の学部（短期大学は学科・専攻科 、研究）

科ごとの数を記入してください。

「 」 、「 」 。④ 在籍学生数 の欄には 取組対象学部等 に○を付した学部等に係る数のみ記入してください

また、研究科については、在籍する現職教員数（内数）を（ ）内に記入してください。
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（２）取組の対象となる学部（短期大学は学科・専攻科 、研究科の教員免許状取得者実）

数及び教員就職者数

平成16年3月卒業者 平成17年3月卒業者 平成18年3月卒業者

(短期大学は学科・専攻科)名・ 教員免許状 教員就職者数 教員免許状 教員就職者数 教員免許状 教員就職者数学部
取得者実数 取得者実数 取得者実数研究科名 正規採用 その他 正規採用 その他 正規採用 その他

人 人 人 人 人 人 人 人 人

記入例

□□学科 20 10 2 24 10 4 23 11 3

◎◎専攻科 10 3 2 9 3 1 9 2 1

○○学部 30 15 8 35 20 5 40 25 5

△△研究科 15 8 3 17 7 2 19 10 4

（注）① 「教員免許状取得者実数」の欄には、各年３月卒業者が各年３月（例：平成18年３月卒業者が平

成18年３月）までに取組の対象となる学部（短期大学は学科・専攻科 、研究科において、当該課程）

が認定を受けている免許種の免許状（申請の取組に該当する学校種のみ）を取得した者の実数（１

人の学生が複数の免許状を取得した場合でも１人として扱う）を記入してください。

② 「教員就職者数」の「正規採用」の欄には、各年３月卒業者が翌年度内（例：平成18年３月卒業

者が翌年度となる平成18年度内）に教員として正規採用（区分が不明確な場合は学校基本調査にお

ける本務教員に相当する教員とする ）された就職者数（申請の取組に該当する学校種のみ）を記入。

してください。

③ 「教員就職者数」の「その他」の欄には、各年３月卒業者が翌年度内（例：平成18年３月卒業者

が翌年度となる平成17年度内）に正規採用以外の教員（臨時的任用教員、臨時採用教員、非常勤講

師等）として採用された就職者数（申請の取組に該当する学校種のみ）を記入してください。
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（様式２－４）

１ 大学の概要（複数大学共同の取組）

（１）取組に参加する大学の規模（平成１９年５月１日現在）

大学名取 組

学部(短期大学は学科・専攻科)名・ 入学定員 収容定員 在籍学生数対 象

研究科名学部等

人 人 人( 人)

（注）① 「大学名、学部（短期大学は学科・専攻科）名、研究科名」の欄には、共同申請をする申請担当

大学及び参画大学の学部（短期大学は学科・専攻科）名、研究科名をすべて記入してください。

② 取組の対象となる大学の学部（短期大学は学科・専攻科 、研究科については「取組対象学部等」）

の欄に○印を付して下さい。なお、学部（研究科）内の一部の学科（専攻）のみ申請の取組に該当

する学校種の教員免許課程の認定を受けている場合でも、学部（研究科）単位で○印を付してくだ

さい。

「 」 「 」 、 （ ）、③ 入学定員 及び 収容定員 の欄には 共同で申請する大学の学部 短期大学は学科・専攻科

研究科ごとの数を記入してください。

「 」 、「 」 。④ 在籍学生数 の欄には 取組対象学部等 に○を付した学部等に係る数のみ記入してください

また、研究科については、在籍する現職教員数（内数）を（ ）内に記入してください。
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（２）取組の対象となる学部（短期大学は学科・専攻科 、研究科の教員免許状取得者実）

数及び教員就職者数

平成16年3月卒業者 平成17年3月卒業者 平成18年3月卒業者大学名

(短期大学は学科・専攻科)名・ 教員免許状 教員就職者数 教員免許状 教員就職者数 教員免許状 教員就職者数学部
取得者実数 取得者実数 取得者実数研究科名 正規採用 その他 正規採用 その他 正規採用 その他

人 人 人 人 人 人 人 人 人

記入例

○○短期大学 20 10 2 24 10 4 23 11 3

□□学科

10 3 2 9 3 1 9 2 1

◎◎専攻科

30 15 8 35 20 5 40 25 5

●●大学 15 8 3 17 7 2 19 10 4

○○学部

△△研究科

（注）① 「教員免許状取得者実数」の欄には、各年３月卒業者が各年３月（例：平成18年３月卒業者が平

成18年３月）までに取組の対象となる学部（短期大学は学科・専攻科 、研究科において、当該課程）

が認定を受けている免許種の免許状（申請の取組に該当する学校種のみ）を取得した者の実数（１

人の学生が複数の免許状を取得した場合でも１人として扱う）を記入してください。

② 「教員就職者数」の「正規採用」の欄には、各年３月卒業者が翌年度内（例：平成18年３月卒業

者が翌年度となる平成18年度内）に教員として正規採用（区分が不明確な場合は学校基本調査にお

ける本務教員に相当する教員とする ）された就職者数（申請の取組に該当する学校種のみ）を記入。

してください。

③ 「教員就職者数」の「その他」の欄には、各年３月卒業者が翌年度内（例：平成18年３月卒業者

が翌年度となる平成18年度内）に正規採用以外の教員（臨時的任用教員、臨時採用教員、非常勤講

師等）として採用された就職者数（申請の取組に該当する学校種のみ）を記入してください。
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（様式３）

○ 取組の概要（２００字以内）

○ 取組の内容等

（１）取組の内容及び実施計画

（２）取組の特色

（３）取組の有効性

（４）関係団体等との連携方法

（５）取組の経過や成果等に関する情報公開の方法

○「法科大学院等専門職大学院形成支援プログラム （16年度～18年度）の成果の活用方法」
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（様式４）

○ 事業に係る経費

大学改革推進等補助金による補助事業として申請できる経費は、大学改革推進事業の

遂行に必要な経費に限定されます （ 大学改革推進等補助金（大学改革推進事業）取扱。「

要領」参照）

（１）平成１９年度の補助事業に係る申請予定経費

補助対象経費の金額（合計） 補助金額（交付予定額） 自己収入等その他の金額

①＋② 千円 ① 千円 ② 千円

経費区分 補助対象経費 補助対象経費積算内訳

＜設備備品費＞ 千円

＜旅費＞

＜人件費＞

＜事業推進費＞

＜その他＞

合計（①＋②）

（２）事業全体に係る申請予定額

年 度 平成１９年度 平成２０年度 合 計

千円 千円 千円
申請予定額

（注）事業が選定されたことをもって、申請予定額を認めるものではありません。
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